
農林振興担当

市では、限られた財源と人的資源を有効に活用し、
「スマートシティ（賢い都市）都留」の実現を目指すとと
もに、昨年3月に策定した集中改革プランに基づき、平
成21年度までに、一般行政職30人、19.5％を削減する
定員管理の適正化を実施することとしています。
これに伴い、時代に即した新たな組織・機構の構築

に向けた取り組み方針を決定し、課長ポストを7減（△
26.9％）、課長補佐ポストを4減（18.2％）、担当の再編で
19人を減員します。
このため、19年度から2年間で、新たな課の設置や名

称変更及び担当の再編を次のとおり行います。
今回の機構改革により、行政サービスの低下を招かぬよう十分配慮し、簡素で効率的、効果的な行財政

経営を推進していきます。変更当初、多少のご不便をおかけすることがあるかとは思いますが、ご理解い
ただきますようお願いします。
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国の三位一体改革による交付税のカット、また、補助
金の交付金化などによるハード事業の縮小に伴い、将来
に向けての新たなまちづくりを集約的、効率的に推進す
るため、道路河川課・都市整備課・建築住宅課を統合し
基盤整備課とし、併せて担当の再編を行います。

商工振興担当と観光振興担当を統合し、商工観光担当
に再編することで、地域産業のさらなる発展や誘致企業
対策などの振興策を効率的かつ効果的に行います。

・事務事業の内容を的確に表現するため、財政課を財務
経営課、消防課を消防防災課、生涯学習課を学びのまち
づくり課に変更します。
・18年度から地域包括支援センターが設置され、予防に
重点を置いた事業が展開されていることや、福祉行政の
さらなる支援策強化などを視野に入れ、部名を市民部か
ら市民・厚生部に変更します。
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人事管理に関する総括や庶務を担う機能を充実させる
とともに、法務体制の強化と自主防災会を含めた自治会
組織全般についての支援を有機的に行えるよう、総務課
を行政管理課に変更し、法制・安全室を設置します。

下水道課と水道課を統合し、本市の特徴でもある「水」
を活用した施策の展開を模索するため、新たに水資源活
用課を設置するとともに、併せて担当の再編を行います。

市民生活課と地域振興課を統合し、市民生活に関わる
部門を一課にまとめ、効率かつ効果的に対応できる組織
とするとともに、環境保全室を環境創造室に改名し新た

な環境施策の推進に努めます。

・国から地方への税源移譲対策として、また、収納率の
さらなる向上のため、収納担当を収納対策室とします。
・福祉事務所長の権限を市民・厚生部長に移し、新たに
福祉課を設置するとともに、高齢者を含めた福祉行政を
総合的に推進するため、高齢者福祉担当と生活支援担当
を統合し、新たに地域福祉担当を設置します。
・大学図書情報課を廃止し、その業務を総務課に移すと
ともに、入試に関する業務を機能的に推進させるため学
生課に移します。
・市立病院の管理部門を事務局に改名します。
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